（別記様式－１）
	
入札参加資格審査申請書
令和　　年　　月　　日




　　　沖縄県知事　　　　　　　殿

                         　           提出者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者構成員：　職名　　氏　　名　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成者　担当部署：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名：　（手書き）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｆ Ａ Ｘ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　：


　令和８年９月30日付沖縄県土木建築部一般競争入札公告土空第22号で公告がありました空港旅客施設耐震改修工事実施設計業務（R８-２）に係る一般競争入札に係る資格審査関連資料を別添のとおり提出します。
　なお、入札参加資格申請書の内容については下記のとおり事実と相違ないことを誓約します。


記


1． 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当していないこと。
【同上の規定に該当しない者である】

2． 沖縄県土木建築部における令和７・８年度測量及び建設コンサルタント等業務入札参加登録資格者名簿に業種区分「建築関係建設コンサルタント」、登録業種「建築一般」として登録されていること。
　　　　　　【登録が有効である】

3． 沖縄県土木建築部施設建築課が作成した令和７・８年度建築コンサルタント名簿（総合評価点順位）において「Ａ」ランクの事務所であること。
　　　　　　【登録が有効である】

4． 沖縄県の測量及び建設等コンサルタント等業務入札参加登録資格者名簿において、本社住所が沖縄県内に所在していること。
　　　　　　【該当する】


5． 参加表明書等の提出期限の最終日から特定日までの期間において、沖縄県の工事等契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停止がなされていないこと。
　　　　　　【指名停止の措置は受けていない】

6． 沖縄警察当局から、暴力団員が実質的に支配する建設業者又はこれに準じるものとして、沖
縄県土木建築部発注工事等からの排除要請があり、当該状況が継続している者でないこと。
　　　　　　【排除要請は受けていない】

7． 参加しようとする者の間に、以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。
　　　(1) 資本関係
　　　　以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社または子会社の一方が更生会社
又は更生手続が存続中の会社である場合は除く。
　　　　ａ　親会社と子会社の関係にある場合
　　　　ｂ　親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合
　　　　　　【何れにも該当しない】

(2) 人的関係
       　以下のいずれかに該当する二者の場合。ただしａについては、会社の一方が更生会社　　　　   又は更生手続が存続中の会社である場合は除く。
　　　　ａ　一方の会社等の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合
　　　　ｂ　一方の会社等の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合
ｃ　一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合
　　　　　　　【何れにも該当しない】

　　　(3) その他競争の適正さが阻害されると認められる場合
　　　　 その他上記(1)又は(2)と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合
　　　　　　　【何れにも該当しない】

8． 会社更生法（平成15年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てをした者にあって
は更生計画の認可がされていない者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生
手続開始の申立てをした者にあっては再生計画の認可がなされていない者ではないこと。
　　　　　　　【該当しない】

9． 以下の全ての項目に該当する１件以上の実績（以下「業務実績」という）を有してい
ること。
(1)平成28年４月１日以降、入札日の前日までに契約履行が完了した業務実績
(2)次のア～ウのいずれかに該当する業務であること。
　ア　実施設計（耐震改修）
　イ　工事監理（耐震改修）
　ウ　耐震診断（第二次診断又は第三次診断）
【業務実績を有する】

10． 要件を満たす技術者を配置できること。
【配置できる】

留意事項
※1	各項目の【】の部分は、記入例なので、適宜書き換えること。
※2	添付書類は、資料一覧で確認し、適宜書き換えて提出すること。
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